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 制度の概要

東京都が掲げる「2050年CO₂排出実質ゼロ」に向けて、プラスチック資源循環における2R

ビジネスの主流化及び水平リサイクルの実装を推進する事業者を支援する制度。サーキュラ

ー・エコノミーへの移行を促進し、持続可能な社会の実現を目指します。

複数の事業者・団体等が連携して取り組む事業が対象で、都内を含む地域での社会実装や事

業拡大を支援。調査・分析や実証等が既に完了しているプロジェクトを重点的に支援し、効

果的な資源循環システムの構築を推進しています。

 支援内容

□ 2Rビジネス

最大9,750万円 補助率：1/2〜1/4

□ 水平リサイクル

最大9,750万円 補助率：1/2〜1/4

 対象者

 補足事項

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【東京都サーキュラーエコノミー政策の重点】

【段階的資金調達戦略】

 補助期間別支援割合

1年目支援（50%）：基盤整備・システム構築フェーズ

2〜3年目（33%・25%）：事業拡大・自立化移行支援

 採択事例と活動分野

事業分野 代表的な採択事例

リユースカップ オフィス・カフェでの使い捨てカップ削減

プラ水平リサイクル 衣料品ビニールカバーのマテリアル化

リターナブル容器 デポジット制度による容器回収システム

分別システム 廃プラ焼却からリサイクルへの転換

企業連携モデル 複数企業協働による面的展開事業

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

申請書

事業計画書

誓約書

法人関係書類

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://www.circulareconomy.metro.tokyo.lg.jp/subsidized-business/ik

o-suishin

お問い合わせ 公益財団法人東京都環境公社

東京サーキュラーエコノミー推進センター

TEL：03-6666-9198

受付：平日9:00〜12:00、13:00〜17:00

リユースカップの製造・洗浄設備機器導入

2Rの仕組みへの切替えに係る経費・運用経費

消費者等への普及啓発・インセンティブ付与

3年間継続可能な段階的支援制度

年度別補助率の段階的支援システム

分別容器の導入・廃プラスチック処理切替

水平リサイクルへの切替え・運用経費

総合的・面的導入に必要な経費

3年間継続可能な段階的支援制度

年度別補助率の段階的支援システム

法人格を有する団体・任意団体・個人事業主

定款等規約を有し、意思決定機関が確立された団体

自ら経理・監査する会計組織を有する団体

団体活動の本拠として事務所を有する団体

都の予算範囲内での交付（令和7年度：3億円）

サーキュラーエコノミー推進への参加・協力必須

1年超事業は年度毎の交付決定手続きが必要

複数事業者連携：企業間の協力体制構築が必須条件

社会実装性：都内を含む地域での実用化計画明確化

実証済み技術：調査分析や実証実験の完了を事前確認

継続可能性：3年間の段階的成長戦略を具体的提示

2030年プラスチック削減目標：使い捨てプラ25%削減

食品ロス削減とリユース促進による循環型社会実現

事業者連携による水平リサイクルの技術革新推進

1年目1/2補助：基盤整備重点で4,500万円上限

2年目1/3補助：事業拡大フェーズで3,000万円上限

3年目1/4補助：自立運営移行で2,250万円上限

環境コンサルタント：CO₂削減効果の定量評価支援

事業計画策定支援：3年間の段階的成長戦略立案

技術アドバイザー：リサイクル技術の実証・評価

法務・会計専門家：複数事業者連携の契約・管理

複数事業者連携の具体的役割分担明記

都内を含む地域展開計画の詳細記載

実証済み技術のエビデンス添付必須

3年間の段階的成長戦略と収支計画

CO₂削減効果の定量的評価データ

他の補助金との重複受給がないこと

都の取組への参加・協力意思表明

定款・登記簿謄本等の法人確認書類

直近2期分の財務諸表・決算書類

事前相談期間

公社の事前相談窓口への相談を推奨。複数事業者連携の調整に1〜2ヶ月必要。

技術実証データの整理・CO₂削減効果試算を事前準備。

申請受付期間

2025年4月1日〜2027年3月31日

随時受付・書類審査による交付決定。

※事業開始から1年毎の交付決定手続きが必要

審査・交付決定

申請から1〜2ヶ月程度で決定通知

事業開始

交付決定後に事業開始

最長3年間の継続実施可能

実績報告

毎年度末に実績報告書提出

CO₂削減効果・事業成果の定量評価必須

https://www.circulareconomy.metro.tokyo.lg.jp/subsidized-business/iko-suishin
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